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はじめに

２００３年米国農務省（USDA）は，野菜（フラ

イドポテトとその他イモ類を除く）の消費は

２０２０年までに，国民的な健康意識の高まりのな

かで，経済的には所得の増大と，デモグラフィ

ックな要因として，人口の高齢化と高学歴化の

進展などにより，１人当たり２０００年対比，家庭内

で約５％，外食で約１０％増大するであろうと予

測した（Lin, Variyam, Allshouse, and Cromartie,

２００３, p.１６）。同時点に発表された家計食料支出

の予測でも，年齢構成の変化（人口の高齢化）が

１人当たりの野菜支出に与える効果は，２０２０年

に２０００年 対 比１０３．６と 推 定 さ れ た（Blisard,

Variyam, and Cromartie, p.２４）。いずれの予測

も，人口の年齢要因に特別の焦点が置かれたわ

けではないが，高齢化が野菜消費に顕著なプラ

ス作用を与えることが推定されていた。

価格や所得以外にデモグラフィック要因を考

慮したこれら二つの農務省予測に共通した前提

は，人はあるデモグラフィクな状況から別の状

況に移った際，彼／彼女は直ちに新しい状況の

特性を稼得する：たとえば，若年者が歳を取れ

ば彼らはすぐさまその年齢層の食習慣に転ずる

だろう（Lin et al., p.１４）；デモグラフィック

な状況が変われば，消費者はそれらの状況下で

すでに観察されている支出パタンをとるだろう

（Blisard et al., p.３０）。すなわち新しい状況に

移る前の習慣は引きずらない，たとえば人が南

部から東部に移住すれば，直ちに東部の食習慣

を身につける，あるいは２０００年に２０歳代であっ

た若者が２０２０年に４０歳代の中年に加齢したとき，

彼／彼女は２０００年当時４０歳代の中年者に観察さ

れていた食生活に移るだろう：すなわちコウホ

ート効果は無視してよいとの仮定である。

「健康のためには野菜をもっと沢山，品数多

く食べましょう」の国を挙げての運動にも拘ら

ず，このところ米国における生鮮野菜の消費は

伸び悩んでいる（一日２．５カップの野菜の目標

に対して１．８カップにとどまっている，Stewart

and Blisard, ２００７, p.４３）。若い世代は素材から

調理するのは苦手になっているようにみえる，

だから生鮮野菜をわざわざ購入して家庭で調

理・消費しなくなりつつあるのではないか，そ

んな習慣が後を引けばこれから先人口が高齢化

していっても，現在の中・高齢者と同じような

消費パタンにならないかもしれない。素朴だが，

きわめてまっとうと思われるこのような疑問が，

まだ小さな声だが，当の農務省のエコノミスト

のなかから生まれてきた。“Are younger cohorts

demanding less fresh vegetables?” Review of Ag-

ricultural Economics, Vol. 30, No.1, 2007（Hayden

Stewart and Noel Blisard）である。

米国の学界では食料消費を規定する重要な因

子の一つとして，古くから年齢が注目され，農

務省の将来予測にも幾度か登場している（Price,

１９７０; Buse and Salathe,１９７８; Salathe,１９７９; Small-
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wood and Blaylock,１９８４; Tedford, Capps, and

Havlicek,１９８６; Southard,１９８７; Price,１９８８; Lin

et al. op. cit.; Blisard et al. op. cit.）。農務省の

エコノミスト，Salatheは１９７９年の米国農業経

済学会報告で，人口の年齢構成の変化が将来

の特定食料消費に及ぼすだろう影響を論じた

（Salathe, op. cit.）。同報告に対して，R. A. Sch-

rimperは，「ある特定のクロスセクションにお

ける年齢と関連する変異のどれだけが，経済的

影響ないし部分的に純粋な年齢効果とは別のコ

ウホート効果の結果であろうか？」「換言すれ

ば，すべての世代がライフサイクルの上で同じ

消費変換をたどると想定するのは合理的であろ

うか？」と疑問を提示した（Schrimper, pp.１０５８‐

６０）。米国農業経済学会誌（AJAE）に，cohort

という概念が意識的に使われたのは恐らくその

時が初めてで，その後，Schrimperの問題提起

に答えようとする論稿は一本も現れていない。

Stewart & Blisardの同上論文は，その意味で

も画期的な業績である。彼らの研究には，Mori

et al. のこれまでのコウホート関連の作業が少

なからず影響していると引用されている（“In

the spirit of these studies, we contribute to the

literature on vegetable demand by augmenting the

cohort model, ― ”Stewart and Blisard, pp. ４６‐

７）。

筆者達の小グループが，専修大学社会科学研

究所の特別研究助成を受給し，食料消費を対象

にコウホート分析を始めて１０年余になる。２００１

年には同研究所から出版助成を得て，『食料消

費のコウホート分析―年齢・時代・世代』：

Cohort Analysis of Japanese Food Consumption

― New and Old Generations，専修大学出版局，

２００１年８月（全１１章の３分の１は英文のまま）

を上梓することができた。森が１９９９年に定年退

職してからは，それぞれが「手弁当」で細々と

研究を続け，内外の雑誌に半分くらいは英文で

成果を発表してきた。わが国の学会誌にも幾度

か挑戦したが，その都度難しい注文がつき，そ

れらに応える能力と気力を欠き，再提出は見送

ってきた。

上記のように，米国農業経済学会誌には，

cohortがらみの論文は一本も見られない。経済

学プロパーの AER 誌にも，過去３０年くらい題

名に cohortが付された論文は見当たらない。J.

Business and Economic Statistics,１９９９に，Denton

他による，“age, trend, and cohort effects in Ca-

nadian expenditure patterns”がある。書き出し

には，１９６０年代におけるベイビーブームからベ

イビーバストへの転換と引き続く人口の高齢化

の影響などが意識されているが，論文の目的は

食料その他の弾力性の計測からデモグラフィッ

クな影響をダミー変数的な扱いで補正すること

にあり，デモグラフィック効果そのものを計量

化することにはない。「年齢・トレンド・コウ

ホート効果の完全な識別が不可能なのは周知の

結果」（p.４３１）と始めから決め付け，パラメー

タも，age/cohort effects, trend/cohort effects and

additional cohort effectsのように，需要体系分

析からデモグラフィック要因を除去するための

便宜的なものである。年齢の刻みも１７歳以下，

１８‐５７，５８歳以上と大まかで，先に触れた米国

農務省の食料消費分析における年齢区分（‐‐‐,

１５‐１９，２０‐２９，３０‐４４，４５‐５４，５５‐６４，‐‐‐, Lin, op.

cit: Blisard, op. cit）にもマッチしない。内外を

問わず，経済学の分野では，疫学や社会学と異

なり，コウホート分析に対する認識が十分高ま

っていないのであろう。

わが国でも若者は「野菜離れ」
しているのか

『家計調査年報』は１９６０年代後半から，世帯

主年齢階級別に，２５歳未満から６５歳以上まで５
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才刻みで，米類・生鮮魚介・肉類・野菜・果物

に対する１ヶ月平均の支出を記録するようにな

った。１９７９年からは，肉類も牛肉・豚肉・鶏肉

など，野菜も葉茎菜・根菜，さらにはキャベ

ツ・ほうれん草や里芋・大根など，生鮮果物も

りんご・みかんなどの細目に分けて，購入金

額・購入量・価格を記載している。

表１は生鮮野菜の世帯主年齢階級別の（世帯

員）１人当たりの年間購入量の推移を，過去２５

年にわたって概観したものである。表を縦方向

に年齢軸に沿って眺めると，どの年次も２０‐３０

歳代の若年層は６０歳以上層に比べ野菜の（１人

当たり）消費は顕著に少ない。横方向に経年軸

に沿って眺めると，６０歳以上層はこの２５年間に

相対的に高い水準を維持しているが，２０‐３０歳

代の１人当たり消費は，当初から低かった水準

がさらに低下して，２００５年には高齢層の半分以

下に落ちている。細かく見ると，５０歳代は１９８０

年当時６０歳以上層と同じ水準であったが，２００５

年には６０歳以上層の４分の３に落ちている。同

じく２５年前には３０歳代と６０歳代の格差は３０％程

度であったが，２００５年には５０％に拡大している。

若い人だけでなく最近は中年層も「野菜離れ」

しているようである。

ところで１９８０年当時の２０歳代は，１９９０年には

３０歳代，２０００年には４０歳代に，それぞれ１０歳ず

つ加齢している。彼らは１９５０年代に生まれた世

代，「出生コウホート」に属する。このコウホ

ートは２００５年には４０歳代後半から５０歳代前半に

達しているが，表１を左上から右下の方向に対

角線に沿って眺めると，このコウホートの１人

当たり野菜消費は，この２５年の期間，５０�前後

の水準に留まり，ほとんど変化していない。少

し上の世代，１９８０年に３０歳代後半から４０歳代前

半だったグループは，２００５年には６０歳代になっ

ているのだが，このコウホートの１人当たり消

費はこの間加齢と共に，５５‐６０�から７５�へ１０

�近く増えているように見える。

「以前の中年以上は野菜をよく食べたが，最

近の中年を観察すると４０歳代はおろか５０歳代も

あまり食べなくなっている」は一つの見方だが，

上記の対角線に沿った見方を加えると，「最近

の４０‐５０歳代は若いころから野菜はあまり食べ

ず，歳をとっても１人当たりの消費は増えてい

ない」と読むこともできる。人間の食嗜好は

「（舌は）３歳で決まる」のかどうか分らない

が，ライフサイクルの比較的若い時点で決まり，

その後加齢とともに漸進的に変化していくもの

表１ 世帯主年齢階級別世帯員１人当たり生鮮野菜購入量の推移，１９８０‐２００５
（�／１人）

１９７９‐８１ １９８４‐８６ １９８９‐９１ １９９４‐９６ １９９９‐０１ ２００４‐０６

～２４歳 ４８．４５ ４８．１７ ３６．６９ ３９．０８ ３１．３９

２５‐２９ ５１．３１ ４６．６２ ４２．００ ３９．３８ ３６．３８ ～２９歳 ３３．２４

３０‐３４ ５０．７３ ４６．４２ ４１．７２ ３９．５５ ３６．８５

３５‐３９ ５５．３１ ５０．２５ ４４．１８ ４０．７８ ３８．４４ ３０‐３９ ３６．０２

４０‐４４ ６０．６７ ５７．１４ ５０．４３ ４６．６６ ４３．１８

４５‐４９ ６７．４６ ６４．９５ ５９．７６ ５５．９２ ５０．３８ ４０‐４９ ４２．２６

５０‐５４ ７４．６３ ７１．６９ ６５．０９ ６４．１４ ５９．０９

５５‐５９ ７７．７６ ７８．４０ ７１．３９ ７１．９８ ６９．０６ ５０‐５９ ５７．４５

６０‐６４ ８０．７０ ８０．５９ ７６．６１ ７８．３４ ７７．６５ ６０‐６９ ７３．８７

６５歳～ ７８．２９ ８２．７５ ７６．９８ ７９．４５ ８２．１４ ７０歳～ ７５．８０

８９



の，スタートのベースに支配され，歳をとった

からと言って，急に増えたり減ったりするもの

ではない。厳密な表現ではないが，以上がコウ

ホート効果の意味・内容である。

表１の源は世帯の購入データだが，近年日本

の世帯は通常３‐４人から構成されているから，

世帯主の年齢階級別にそれぞれの世帯員数で割

って，１人当たりの購入量に換算してある。

Stewart&Blisardの 分 析 も，そ の 前 の Blisard

（２００１）による食料支出のコウホート分析，松

田・中村（１９９３）による先駆的な米消費分析

や，２００５年度の『経済財政白書』のスケッチ的

な分析を含め，これまでの幾つかのコウホート

分析では，用いられたデータは基本的には表１

のそれと同じである。世帯員数を分母にする単

純割り算データである。通常世帯主が２０歳代の

世帯は，２０歳代の夫婦２人と乳幼児が１人で構

成されている。それらの世帯が平均的に年間１２０

�の野菜を消費したとして，世帯員３人で割っ

て，２０歳代の人間は某年１人当たり４０�消費し

たと見るのは現実的でない。野菜の種類にもよ

るが，乳幼児の野菜消費は，２０歳代の親に比べ

著しく小さいであろう。同じく世帯主が４０歳代

の４人家族で，年間２４０�野菜を消費したとし

て，４人で割って４０歳代の人間は１人当たり６０

�消費したと見るのも疑問が残る。子供２人は

高校・大学生であろうが，かれらは，例えばフ

レンチフライやカレーのポテト，（好き嫌いは

別にして）すき焼きの白菜等は，親より沢山食

べる。したがって世帯の購入量を４人で割っ

て，４０歳代世帯主夫婦の年齢層の１人当たり消

費とみなすのは，過大推計になりかねない。

推計値の「過小」「過大」のおそれ以外にも，

世帯主年齢階級別購入量の単純割り算方式は，

世帯主にならない未成年者の消費を捕捉するこ

とができない。また同居する世帯主夫婦の親，

例えば４０歳代夫婦の親の７０歳代の消費も捕捉で

きない。世帯主の年齢区分のトップが６０歳以上

の場合，７０歳代ないし８０歳代も一括されてしま

う。特に日本の場合，「少子高齢化」が進む中

で食料消費の変化を年齢視点から分析しようと

するとき，通常の世帯主年齢階級の両端の動き

を見落とすことはできない。

『家計調査』の世帯主年齢階級別データには

その様な限界があるにせよ，成人だけに限っ

て，２０‐３０歳代の若年・４０‐５０歳代の中年・６０歳

以上の高年層の間で，食料消費に如何なる変化

が生じているかは，格差の幅と変化のテンポが

大きいだけに，見紛うことなく示してくれる。

後節で触れることになるが，データの限界を的

確に意識しないまま，機械的なモデル分析をす

るのは危険である。その点，データの制約を十

分認識した上で，丹念なフィールド・サーヴエ

ーから得られた知見と「コモン・センス」を駆

使しながら，未加工の原データから重要な結論

を引き出すことに成功している例もある。秋谷

の「わが国には２種類の日本人が棲んでいる」

（『日本人は魚を食べているか』２００７年）だが，

実態を熟知しているので，抵抗なく読める。

先の「単純割り算方式」の弱点をカバーする

現実的な方策として，連立方程式の考え方があ

る。世帯主が２０歳代後半（仮に２７歳）の３人家

族で子供は乳幼児（仮に２歳）が１人の世帯で

年間１２０�，同じく４０歳代後半（仮に４７歳）の

４人家族で子供は高校・大学生（仮に１７歳前

後）が２人の世帯で２４０�，同じく６０歳代後半

（仮に６７歳）で３０歳代前半（仮に３２歳）の子供

が１人同居している世帯で年間２４０�，それぞ

れ消費したとしよう（表１に準じている）。

２X27＋１X2 ＝１２０‐‐‐‐（１）

２X47＋２X17＝２４０‐‐‐‐（２）

２X67＋１X32＝２４０‐‐‐‐（３）

Xi：年齢ｉ歳の推定消費量

未知数が６個で式が３本しかないから，この
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連立方程式は解けない。しかしあまり非現実的

でない推測として，乳幼児は若い両親の２０％，２０

歳代と３０歳代前半の若者は平均的に同じくらい

消費する，すなわち：X2＝０．２X27‐‐‐（４）；X17＝

X27＝ X32‐‐‐‐（５）と仮定すると：

X27＝１２０／（２＋０．２）＝５４．５ （単純割り算：４０．０）

X2＝１０．９ （単純割り算：NA）

X47＝（２４０－２*５４．５）＝６５．５（単純割り算：６０．０）

X67＝（２４０－５４．５）／２＝９２．８（単純割り算：８０．０）

この方式の問題点の一つは，連立方程式を解

くための補足的仮定：（４）と（５）の確から

しさにある。米や肉類など基幹的な大分類食品

については，年度は限られるが数区分の未成年

と１０歳刻みの成人の摂取量が，『国民栄養調

査』に記載されているので，大まかな見当はつ

く。しかし小分類の鮭やまぐろ，豚肉や鶏肉，

あるいはみかん・りんご・バナナとなると，年

齢間の格差に関し確かさの高い外部情報は存在

しない。仮にある時点の消費者調査で年齢別の

消費が確定されたとしても，１０年前あるいは２０

年前にもそうであったかどうかは分らない。そ

もそも「どの世代もライフサイクルの上で同じ

消費変換を辿る（年齢・消費プロファイルが固

定している：筆者）と想定することが合理的で

あるのか」（Schrimper, op. cit.）の疑問が，コウ

ホート分析の根底に存在しているのである。対

処の進展は節を改めてフォロウすることになる。

世帯データから世帯員個人の
年齢別消費を推計する

家計調査ではわが国に限らず世帯主年齢階級

別にデータが整備されている。世帯員数で割る

「単純割り算方式」に限界があることは前節で

詳説した。連立方程式を利用するほうがより現

実に接近できそうである。ただし現実の世帯員

構成は，先の連立方程式（１）～（３）ほど単

純ではない。総務省統計局によって家計調査と

平行して５年おきにより大きなサンプルで行わ

れている『全国消費実態調査報告―４巻世帯分

表２ 世帯主年齢階級別世帯員構成の１例 （人／世帯）

２５歳未満 ２５‐２９ ３０‐３４ ３５‐３９ ４０‐４４ ４５‐４９ ５０‐５４ ５５‐５９ ６０‐６４ ６５‐６９ ７０‐７４７５歳以上

総計 ２．７４ ３．１５ ３．８０ ４．３３ ４．３７ ４．１１ ３．７１ ３．３７ ３．４５ ３．０２ ２．９１ ２．８８

３歳未満 ０．５１ ０．６５ ０．５７ ０．２５ ０．０６ ０．０２ ０．０３ ０．０６ ０．０７ ０．０６ ０．０４ ０．０２

３‐５歳 ０．０８ ０．２６ ０．５８ ０．４６ ０．１７ ０．０３ ０．０２ ０．０６ ０．０９ ０．０８ ０．０５ ０．０２

６‐１１歳 ０．０２ ０．０８ ０．３８ ０．９９ ０．７９ ０．２４ ０．０５ ０．０５ ０．１２ ０．１６ ０．１３ ０．０８

１２‐１４歳 ０．００ ０．００ ０．０２ ０．２３ ０．５６ ０．３８ ０．０９ ０．０２ ０．０３ ０．０５ ０．０７ ０．０８

１５‐１７歳 ０．０４ ０．００ ０．００ ０．０６ ０．３７ ０．６０ ０．２６ ０．０６ ０．０２ ０．０３ ０．０７ ０．０９

１８‐２９歳 １．８５ １．８５ ０．３９ ０．０８ ０．１０ ０．５８ １．０１ ０．７６ ０．３１ ０．１２ ０．０８ ０．１２

男 ０．９２ ０．９９ ０．０１ ０．００ ０．０４ ０．２８ ０．４９ ０．３７ ０．１４ ０．０５ ０．０３ ０．０５

女 ０．９３ ０．８７ ０．３８ ０．０７ ０．０６ ０．３０ ０．５３ ０．４０ ０．１７ ０．０７ ０．０５ ０．０７

３０‐６４歳 ０．２０ ０．２６ １．７７ ２．０６ ２．００ １．９５ １．９７ ２．１３ ２．３３ １．１７ ０．７６ ０．６５

男 ０．０３ ０．０４ １．０３ １．０２ ０．９７ ０．９５ ０．９６ １．０７ １．２０ ０．２６ ０．２５ ０．２６

女 ０．１７ ０．２２ ０．７４ １．０４ １．０４ １．００ １．０１ １．０６ １．１３ ０．９１ ０．５１ ０．３９

６５歳以上 ０．０４ ０．０５ ０．０９ ０．２０ ０．３２ ０．３１ ０．２８ ０．２３ ０．１８ １．３５ １．７１ １．８２

男 ０．００ ０．０２ ０．０４ ０．０９ ０．１２ ０．０９ ０．０７ ０．０５ ０．０３ ０．９６ ０．９５ ０．９３

女 ０．０３ ０．０２ ０．０５ ０．１１ ０．２０ ０．２２ ０．２１ ０．１８ ０．１６ ０．３９ ０．７６ ０．８９

出所：総務庁『全国消費実態調査報告』（平成元年），Vol.４，１０２‐１０３．
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布編』（平成元年）に，表２のデータが記載さ

れている（一部省略）。世帯主が３０歳未満の世

帯にも，世帯主夫婦の親と思しき高齢者が含ま

れているし，他方６０歳代後半の世帯には１８歳未

満の子供が少なからず含まれている。また４０歳

代の世帯に含まれる未成年者の年齢構成は先に

あげた（２）式ほど単純ではない。『国勢調査

報告』や『国民生活基礎調査報告』（厚生労働

省）などで補完しながら，世帯主年齢階級別の

家族構成を築き上げたのが，表３（１９８０年対

応）に示されている。

右辺の世帯消費量は，牛肉などのように需要

の所得弾力性が相当高め（たとえば０．４‐０．５，

ないし以上：後出）と思われる食品については，

実際の購入量（＝消費量）を所得補正して充て

た。具体的には，世帯主が２０‐３０歳代の世帯の

１人当たり所得は４０‐５０歳代前半に比べ通常

２０％前後低く，５０歳代後半と６０歳代前半は１５％

程度高い。仮の所得弾性値を用いて，世帯所得

（１人当たり）が４０‐５０歳代前半と同じであれ

ば，それぞれどれくらい消費したであろうかを

推計し，１０本の各世帯消費量を標準化するので

ある。ただし１９７９年から２００７年までの調査全期

間にわたって，客観的に信頼すべき所得弾力性

の値が得られることは稀なので，最近ではこの

所得補正はほとんど行っていない。

この表では推計すべき個人の年齢階級

が，１，４，８，１５，２２，２７，‐‐‐，６２，７０，７５，８５歳の

１６個，方程式の数は１０本である。式の数に合わ

せてパラメータを整理する，たとえば２２と２７は

２０歳代として２５歳，同じく３２と３７は３０歳代とし

て３５歳にまとめるなどである。それにしても無

理をしないと，式の数が不足する場合が生じる。

その場合，１歳児は４歳児の半分，同じく８歳

児は１５歳児の半分，他方高齢者の８５歳は７５歳の

７０％等の制約を設けることで，パラメータと式

の数の不一致を回避することが考えられる。

森・稲葉は，当初この方式を試み，一応の成果

をあげた（森・稲葉，１９９６年理論計量経済学

会）。この推計は「頑健」でないと批判し，容

易に実行可能な代案を提示されたのが川口であ

った（川口，１９９６年）。

川口の命名では「二次計画法」で，世帯主年

齢階級別の１０本の式にそれぞれ誤差項を設け，

補足的な条件式にもそれぞれ誤差を仮定して，

それら誤差の二乗和を最小にするようにパラメ

ータを推計するのである。すなわち，表３の左

辺にそれぞれ誤差を考える，家族員数×各年齢

別（推計）消費量は，右辺の世帯消費量に完全

に一致するのではなく，そこにスラックがある。

他方，上の例では８５歳の消費は７５歳の完全に

７０％ではなく，誤差を含む，すなわち，１X85

＋ek＝０．７X75‐‐‐（６），あるいは，２X8＋ek＋１＝

１X15‐‐‐（７）などなどで，それらの誤差の二

乗和を最小にするように解を求めるのである

（Mori and Inaba,１９９７; Hendrickson, Mori and

Gorman,２００１）。

学会での報告や学会誌への投稿を通して，こ

の連立方程式解法はリジッドな統計学の素養の

深い人々には，発表以来一貫して受けがよくな

い。改良の方向を示唆し得る程のレベルにも達

していないと評価されているようである。多数

派ではないが，好意的に評価してくれる人たち

も，補足的な制約式，先の（４）～（５）式，あ

るいは上の（６）～（７）式の恣意性に疑問を投

げられた。例えば（６）式の例で，８０歳を超え

ると，米や肉等の基幹的食品の摂取は健康体で

も（平均的に）顕著に低下する。しかしそれが

３０％減なのか，１０％ないし５０％なのか，サポー

トする確かな「外部情報」は存在することが珍

しい。だから誤差項，ekを置いていると言って

も，人によって納得の程度が異なる。われわれ

はこの不満に対して，あとで繰り返し出てくる

ベイズ型コウホート・モデルを開発した中村隆
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の，パラメータの「漸進的変化」の想定を導入

した。パラメータと方程式の数合わせの為に，

特定の階級，上の例では８歳児と１５歳児，ある

いは７５歳と８５歳の間に機械的な比例関係を想定

するのではなく，すべての年齢階級をカバーし，

隣接する年齢間では消費は飛躍しない，すなわ

ち漸進的にしか変化しない：Xi－Xi＋１�０‐‐‐

（A）の条件を下から上まで，すべての隣接す

る年齢階級間にかぶせる。１０本の世帯主年齢別

世帯購入量方程式にそれぞれ誤差項をもうけ，

推定すべき個人の年齢階級から１を引いた数の

「漸進的変化」の条件式にも当然それぞれ誤差

を考え，それらの誤差の二乗和を最小にするよ

うにパラメータを推計するのである。

直感的に隣接する年齢間では消費は飛躍しな

いは一般的には正しいとしても，例えばゼロ歳

児と５歳児の間，また経験的に６０歳を境とする

定年退職前後では，家庭での食料消費は「飛躍

的に」変化するかもしれない。上の（A）式の

残差はゼロに近くない場合があるだろう。われ

われは最小二乗解を求めるに当たって，表３の

世帯消費に対応する式と補足的な「漸進的変

化」の式を通して，算出される誤差が特別大き

い式には（Huber,１９８１；箕谷，１９９２に倣って標

準誤差が２．０を超える場合），ウエイトでペナル

ティーを与えるWLS方式を採用した（Tanaka,

Mori, and Inaba,２００３）。

『家計調査年報』の世帯主年齢階級のデータ

には，それぞれ世帯員数が示されているが，世

帯員の年齢構成は記載されておらず，統計局事

務担当者からも，年報に記載されている以上の

情報提供は得られない。すでに述べたように

『全国消費実態調査報告』には，世帯主年齢階

級別に特に１８歳未満の未成年部分については微

細な数字が与えられているし，別に就学状況に

関する詳細なデータもある。成人については１８

‐２９，３０‐６４，６５＋歳と大まかだが，男女別に出

ているし，例えば世帯主５０‐５４歳の世帯で３０‐６４

歳が１．９７人（平成元年）と出ていれば，その大

半は４０歳代後半から５０歳代前半で，３０歳代と６０

歳代前半のものはほとんど含まれていないと考

えてよいだろう。すでに触れたが，『国勢調査

報告』は母集団が多少異なるが，世帯員構成に

ついては詳細なバックデータを与えてくれる。

「少子高齢化」を含む急激な社会構造の変化

に伴い，世帯員構成は急激に変化している。例

えば平成元年だけを精査して，それを基準年と

定め，世帯主年齢階級別の世帯員数の変化を指

表３ 世帯主年齢階級別世帯員構成と個人消費量推定式：１９８０年の鮮魚のケース
（�）

世帯主年齢 年齢別世帯員構成 世帯の消費量

～２４歳 ．６６X1＋．１３X4＋．０９X15＋１．７９X22＋．２２X47 ＝２１．７１

２５‐２９ ．６１X1＋．４２X4＋．０８X8＋１．９７X27＋．２９X52 ＝３４．２５

３０‐３４ ．５０X1＋．７８X4＋．４２X8＋．０１X15＋１．９４X32＋．２８X57 ＝４１．５２

３５‐３９ ．１８X1＋．５９X4＋．９４X8＋．２８X15＋１．９４X37＋．３１X62 ＝５０．４０

４０‐４４ ．０４X1＋．１８X4＋．８１X8＋．９１X15＋．１０X22＋１．９０X42＋．３２X70 ＝５３．３２

４５‐４９ ．０１X1＋．０３X4＋．２６X8＋．９９X15＋．５４X22＋１．８５X47＋．３６X70 ＝５５．６９

５０‐５４ ．０１X1＋．０２X4＋．０４X8＋．３８X15＋１．０４X22＋１．８３X52＋．３１X75 ＝５５．６０

５５‐５９ ．０３X1＋．０６X4＋．０３X8＋．１０X15＋１．０８X22＋１．８０X57＋．２７X75 ＝５６．３９

６０‐６４ ．０５X1＋．０９X4＋．０９X8＋．０５X15＋．４７X27＋．４５X32＋１．８０X62＋．２１X85 ＝５５．６８

６５歳～ ．０３X1＋．０９X4＋．１５X8＋．１２X15＋．１５X27＋．６８X37＋１．７９X70＋．１５X85 ＝５０．６２
Xiは，ｉ歳前後の個人の推定消費量；係数は当該年齢の世帯員数（推定）
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数化して他の年次の世帯員構成を求めるやり方

では，その１０年前の１９７９‐８０年ころ，および１０

年後の２０００年を過ぎた最近年の年齢構成を正し

く捉えることはできない。少なくとも，５年お

きに実施される『全国消費実態調査』に合わせ

て，その前後年の家族構成に接近する必要があ

る。きわめて骨の折れる作業だが，避けて通る

わけにはいかない。

森島は１９８０年代半ばに，家計調査の個票デー

タを入手し，重回帰分析で世帯員個人の年齢別

消費を推計した。家計調査は毎月約８，０００戸の

世帯について，家計支出の細目を調査している

が，１戸１戸の世帯ごとに世帯員の１歳刻みの

年齢別員数も確定している。森島は東京都区部

の約４００世帯（１９７３・１９７６・１９８０年各１０月）の

データを分析した。表３の世帯別消費の式が，

世帯主年齢階級にとらわれず約４００本あるわけ

である。世帯員の年齢を仮に１歳刻みで区分し

ても，推計すべきパラメータの数に対して式が

不足することはない。人為的になりがちな補足

的制約式は不要である。食料消費が年齢・世代

によって顕著に変異することを踏まえ，デモグ

ラフィックな視点を加えて食料消費動向を現実

的に捉えようとする先駆的な試みである（森島

a；b；c,１９８４）。

森島の個票分析は，その後石橋によって全国

的サンプルで，年次的にもより長い継続的なデ

ータで引き継がれることになる。石橋の息の長

い分析は，博士論文『家計における食料消費構

造の解明―年齢階層別および世帯類型別アプロ

ーチによる―』中央農業総合研究センター，２００６

年３月にまとめられた。最近では，「食料消費

構造の変化から見た食料需要動向と需要予測」

『長期金融９９』農林漁業金融公庫，２００７年１１月

ほか（石橋，２００７年１２月）に，数多くの食品別

に，分かりやすいチャートで，年齢別消費構造

の変化が類型化されて示されている。コウホー

ト効果については，「コウホート変化」の表題

（石橋図６）で，出生を共にする世代が１９８２年

から１０年後，２０年後にそれぞれいかなる消費変

化をとげたかを図示しているが，図としても分

りにくいし，そもそも「コウホート変化」が明

確に定義されていない。

（石橋）図３で，ハム，レタス，ごぼう，ピ

ーマンなどは，１９８２年から２００１年まで年齢・消

費線の山が４０‐５０歳代のところにとどまってお

り，「中年層で消費が多い品目」と分類されて

いる。他方（石橋）図４で，りんご，みかん，

トマトなどは同じ期間に年齢・消費線がより高

齢層にシフトしており，「中年型消費から高齢

型消費に変化した品目」と分類されている。１９８２

年の中年は２００１年には高齢になっているのだか

ら，後者のケースは，コウホート効果が強い品

目，前者のケースは年齢効果が中年段階で卓越

している品目と見ることもできるだろう。

石橋個人は，家計調査の個票から，計算過程

で常識が埋没する恐れのある難しい操作は避け，

できるだけ straightforwardに，世帯員の年齢・

性別の消費量を，多くの年次と多くの品目につ

いて推定することに徹してきた。石橋の推定結

果はすでに幾人かの研究者と共同で，より厳密

なコウホート分析に賦せられているが，結果の

利用・解釈は今後に残されている（森他，１９９９

年；田中他，２００４年；Mori et al.,２００６）。

コウホート分析

すでに繰り返し述べてきたが，社会を構成す

る個々人の消費は，その時々の所得や価格など

の経済条件と健康志向や簡便志向などの風潮に

加え，個人の年齢と出生コウホートによって変

異する。t年における，年齢 i歳の個人の消費，

Yitは単純な形では平均的に次式のように表せ

られる。
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Yit＝B＋Ai＋Pt＋Ck＋eit‐‐‐‐‐‐（８）

B ：総平均効果

Ai ：年齢 i歳に帰属する特性

Pt ：時代 t年に帰属する特性

Ck ：k番目の出生コウホートに帰属する特性

eit ：任意の誤差項

（８）式の左辺のデータヴェクトルを Y，推

定すべきパラメータを b として，（８）式の回

帰式を

Y＝Xb＋e と表しておく。

最初にあげた表１は，２５歳未満から６５歳まで

５歳刻みで年齢が１０階級，区分が大まかになっ

た２００５年を除けば，年次が１９８０年から２０００年ま

で５年おきの「標準コウホート表」である。表

の右上の２０００年に一番若かった階級は，１９７６‐

８０年に生まれた一番新しいコウホート，かりに

C1，同じく左下の１９８０年に一番高齢の６５歳以上

が一番「旧い」コウホートで，順番から C14と

なる。年齢区分が５歳刻みで１０階級，年次が５

年間隔で５個あると，コウホートの数は１４個に

なる。先に述べたように，表の左上から右下に

対角線を辿れば，同一の出生コウホートの経年

に伴う加齢の変化を追うことになる。推計すべ

きパラメータの数は，B を入れて，年齢が１０，

年次が５，コウホートが１４の計３０個，観測値は

１０×５＝５０個で，OLSで解を求めるのに十分

な自由度が保証されている。

ある時点，２０００年に５０歳の個人は１９５０年に生

まれている。この当たり前の関係が，（８）式

の OLSによる通常の推計を不可能にする。３

つの説明変数の間に線形の従属関係があり，互

いに独立していない。ある年次に任意のコウホ

ート（出生年）を特定すると，年齢（階級）は

１つに決まらざるを得ない。上の例では，２０００

年に１９５０年生まれのコウホートは５０歳に限られ，

自由に２５歳という年齢を選ぶことは出来ない。

３個の変数の２個が決まれば，あとの１個は自

動的に決まり，３個の変数で説明しているつも

りでも，任意の２個の変数で説明しているこ

とになってしまう（Hall, Mairesse, and Turner,

２００５）。OLS推計のための逆行列が「ランク落

ち」して，推計可能な関数の体をなさない。ア

ディティヴな線形 A／P／Cモデルにおける「識

別問題」に遭遇する。

純理論的に，コウホート分析にける「識別問

題」は解決することは出来ないとされている

（Mason and Fienberg,１９８５）。年齢・年次・世

代効果のそれぞれにゼロ・サムを想定し，さら

に３つの効果のいずれかの部分に，等値の関係

を仮定する，たとえば，４０歳代後半と５０歳代前

半の年齢効果は等しい，あるいは世代効果に関

し１９５０年代前半と１９５０年代後半生まれはまった

く等値であると仮定すれば，「ランク落ち」が

なくなり，推計可能な関数が生まれる。合理的

に「等値」を仮定できれば，「識別問題」は簡

単に解消する。しかしその仮定を担保する「外

部情報」が存在するのは稀とされる。また現実

に「等値」に近いパラメータは随所に見出すこ

とが可能である。多くの事例で試みたわけでは

ないが，どこに等値を置くかによって，パラメ

ータの推計値はデリケートに変化するだろう。

「選択の恣意性」は大きな問題として残る。

中村は，恣意的な１箇所に等値を仮定する代

わり，年齢・時代・出生コウホートの３要因の

いずれについても，すべての範囲に，エクザク

トな等値ではなく，隣接するパラメータの間で

は飛躍はない，すなわち「漸進的変化」を想定

し，それらの残差の二乗和を重みつき*で最小

にする副次的制約条件を付して，（８）式の最

小二乗解を求めるベイズ型 A／P／Cモデルを提

案した（*重み，超パラメータの最適組み合わ

せは，ABICで機械的に決める：中村，１９８２

年；Nakamura,１９８６）。中村のベイズ型モデル

の計算ソフトは市販されておらず，経験豊富な

年齢・世代と食料消費―コウホート分析の経緯
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専門家でなければ，ABICに超パラメータの最

適な組み合わせを選択させて，尤度の最も高い

推計値を得るプログラムを作成するのは難しい。

我々は幸い，NMSU統計センターの Dennis

Clasonの助力を得，１９９８年から現在まで１０数度

にわたる調整を経て，後でふれるシミュレーシ

ョン・テストでも問題が少なく，使いやすいソ

フトを手にしている。

当初は「若者の果物離れ」が社会的に問題に

なり，森・稲葉が世帯データから個人の年齢別

消費を合理的に導出することに成果を挙げつつ

あった生鮮果物にベイズ型モデルを適用した。

プログラムの不備もあり，年齢効果と世代効果

の両端，特に最も新しいコウホートの世代効果

の推定値は不安定で「頑健」とは言えなかった

（漸進的変化の条件の適用上「両端のカテゴリ

ーは bridgingが片半分になっている。この

bridging effectのために，A，P，Cいずれの効果

にしても両端のパラメータが大きく振れ動きや

すくなる」朝野，pp.３５９‐６０）。

また ABIC min! を求めるグリッド・サーチ

にも長い時間を要し，途中でトラブルが発生す

ることがあり，マニュアルで比較的尤度の高そ

うな解を求めることも少なくなかった。

１９７９年から約２０ヵ年にわたる個人の年齢別消

費の変化を，不完全ながらも（狭義の）年齢，

年次および世代の各効果に分離してみると，年

齢効果については若年層がマイナス*，高齢に

なるほどプラス*（*いずれの効果もそれぞれゼ

ロ・サムの条件がついている），世代効果につ

いては戦前生まれの旧いコウホートがプラスで，

戦後生まれはマイナス，高度成長期（１９６０年）

以降出生の新しいコウホートはマイナスの傾斜

が加速化している。コウホート表を「対角線に

沿って」眺めれば視覚的にも明瞭なのだが，あ

らためて計算してみると，「若者の果物離れ」

は年齢的に若いから食べないのではなく，新し

いコウホートが顕著に消費離れしていることが

はっきりした。

過去３０数年間人口の高齢化が進んでいるが，

果物をあまり食べない新しいコウホートが（果

物を）よく食べる旧いコウホートを交代するマ

イナスの作用は，消費者の高齢化そのものが持

つプラスの作用をはるかに凌駕し，相殺しあっ

たネットの時代効果はいくらか逓増的であるら

しいと推計されることもあった。果物・鮮魚・

米などに共通して，年齢効果は高齢層がプラス

（７０歳を過ぎると下方に折れる場合がある），

他方世代効果は出生コウホートが新しくなるほ

どマイナスだが，モデルと制約条件いかんによ

って，傾きの相対関係がかなり異なって推計さ

れるケースが少なくない。年齢効果の傾きが急

角度に推計されると，世代効果の傾きが緩やか

になり（vice versa），ネットの時代効果は少な

からず影響される。コウホート分析のもっとも

デリケートな部分だが，本論の最後にベイズ型

と一般逆行列を利用する IEモデルのシミュレ

ーションによる比較・考量を通して，検討する

ことになる。

コウホート分析に基づく将来予測

『家計調査』の世帯主年齢別データを使って

「若者の果物離れ」にわれわれの注意を引いた

のは，『平成６年度農業白書』であった。その

関係もあり，２００１年秋，森編『食料消費のコウ

ホート分析』の出版 PRを兼ね，農水省の『白

書』担当課員を中心に，コウホート分析の仕方

と結果を講義した。一番熱心に質問を繰りかえ

され，「コウホート分析の結果は予測には使え

ないのか」を提起されたのは，食料政策課長

（当時）の岡島敦子氏であった。

思いがけない問いかけに，「コウホート分析

は長期の構造的変化を対象としており，動向・
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観測など短期の予測に無力であることははっき

りしているが」と，口を濁した。

これまでの需要分析モデルは説明変数が所得

と価格であり，１９６０年代から８０年代にかけて日

本経済が右肩上がりに成長を続け，諸価格関係

にも変化が見られていた環境では，たとえば今

後成長が年率５％で続き，自由化などにより価

格にも何ほどかの低下が見込まれるとき，需要

はどれほど増加し，競合する国産品に如何なる

影響が及ぶであろうかを予測する上で力を発揮

した。しかし１９９０年代初めから経済が低迷し，

価格関係も安定している状況下では，時系列的

な弾力性計測は容易ではなく，また将来の経済

成長が見通せない情況では，伝統的な需要分析

は予測手段としてかつての有効性を失っている。

しかし果物や米などをはじめ，多くの農産品の

消費は顕著に変化しているのが事実である。コ

ウホート分析の結果は，それが人口の高齢化と

新・旧世代交代の影響によるところが少なくな

いことを示している。経済環境の変化と時代の

風潮（例えば「メタボ」や簡便化志向）に比べ，１０

‐２０年先のデモグラフィック変化は，より高い

確実さで見通すことが出きる。コウホート分析

の結果を中期的将来予測に役立てることはでき

るはずだが，岡島の問題提起であったのであろ

う。

２０１５年・２０２５年における人口の年齢構成は，

政府による正式な見通しが発表されている。少

子化の進展の速さを十分予想しえなかったなど

の批判はあるが，経済予測に比べると機械的な

確からしさがある。２００５年に２０歳代前半だった

集団は，２０１０年には２０歳代後半，２０１５年には３０

歳代前半に加齢する。コウホート分析の結果は，

それぞれの年齢階級ごとに年齢効果の推計値を

与える（前掲（８）式の Ai）。仮に２００５年の２０

歳代前半だった集団が，k番目のコウホートと

すると，われわれはそのコウホートの世代効果，

Ckの推計値を持っている。２０１０年および２０１５

年における２０歳代後半（２７歳）と３０歳代前半

（３２歳）の平均（以下略）１人当たり消費量は，

（８）式の（B＋Pt）にそれぞれ（A27＋Ck）と

（A32＋Ck）を加えた値になる。ここで不明なの

は，２０１０年および２０１５年の時代効果，P2010；P2015

である。２００５年までの時代効果が推計されてい

るとすれば，便宜的に，２００３年，２００４年および

２００５年の３ヵ年平均を取る，あるいは調査期間

の初めから最近年まで動かし難いトレンドが観

察されるのであれば，外挿法により２０１０年およ

び２０１５年の時代効果を求めるのも一考であろう。

加えて問題なのは，コウホート分析の対象が

２０歳代前半から７５歳以上として，調査最終年の

２００５年に２０歳代前半だった（１９８１‐１９８５年出

生）コウホートの世代効果，Ckは与えられて

いるが，２０１０年と２０１５年にそれぞれ２０歳代前半

になる，１９８６‐９０年および１９９１‐９５年出生のコウ

ホートの世代効果，Ck＋１と Ck＋２は推計されてい

ない。やはり便宜的に，これから２０歳代にはい

るニュー・カマーの世代効果は，現段階の最年

少グループと変らないとして，与えられている

Ckで代替することであるが，果物や鮮魚のよ

うに世代効果が新しくなるほど「加速度的に」

低下しているようなケースでは，２０１０年および

２０１５年の最年少の消費を過大に見積もることに

なりかねない。すでに触れたが（前掲朝野），

推計のための観測値が極端に少ない最近年の若

い年齢階級の世代効果の推計値の信頼度は高く

ない。

以上のような限定つきで，「若者の消費離

れ」が問題視されている生鮮果物の１０年および

２０先の消費予測を試みたのは，田中・森（２００３

年）である。彼等は計測された各年齢効果に，

経年に伴うコウホートのシフトを考慮して，上

に述べた手順で２０１０年および２０２０年における年

齢階級別１人当たり消費量を予測し，公式に発

年齢・世代と食料消費―コウホート分析の経緯
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表されている当該年の年齢別人口数を掛けて，

総消費量に積み上げた。（ネットの）時代効果

は傾向的な低下はせず最近数年間の水準にとど

まる，さらに現在ゼロ歳ないし１０歳以下で，１０

年ないし２０年先に成人するニュー・カマーは，

現在の若者よりさらに「果物離れ」することは

ないと，楽観的な仮定を置いても，生鮮果物の

２０２０年における総消費は２０００年対比３０％以上減

少するだろうと予測された。しかし，２０年先に

は消費される生鮮果物の半分以上が６０歳以上の

高齢者によって担われるだろうとの推測は，関

係者の一部からあまりに現実離れしているとの

反発も受けた（森，果樹研究所での報告，２００３

年５月９日）。しかし，その後数年間にわたる

『家計調査』の世帯主年齢階級別データを見る

限り，若い層の果物離れは一層進んでいるよう

に見える。森他の小グループは，その後多少と

も推計の精度を高める努力を払いながら，果物

以外にも将来予測の範囲を拡大した（Mori and

Clason a,２００４; Mori and Clason b,２００４; 森・

田中・稲葉，２００４；森・Clason,２００６など）。

データ的に難しかったのは清酒とビールのコ

ウホート分析であった。アルコールの個人消費

を世帯データから推計するのは，世帯員のうち

未成年者を排除し得るので，一面では簡単であ

るが，他面男女差の難しさがある。『国民栄養

調査』の結果を見ると，米や肉類，果物消費に

ついては男女差が画然としているが，例えば各

世帯に夫婦が２人，すなわち同じ年齢階級の男

女が２人いる場合，男が１２０％と女が８０％（あ

るいは逆）のほぼ決まった割合で，一定量を消

費し，夫婦の年齢・世代によって消費に顕著な

格差が観察される。ところがアルコール消費に

関しては，男女差が旧い時代と旧いコウホート

によっては，極端には１：０と開き，その格差

は時代とともにいくらか縮小し，またコウホー

トによっても明らかに縮まっているかに見える。

しかし『家計調査年報』の世帯主データには，

男女差を確定し得る目途がない。きわめて簡単

な例で，世帯主が２０歳代のビールの家計消費が

１９８０年から２０００年にかけて１０リットルから１５リ

ットルになったとした場合，２０歳代の夫（＝男

性）の消費が１．５倍になったのか，それとも男

子の消費は元のままで，妻（＝女性）が男子の

半分飲むようになったのか知りようがない。

われわれは石橋の個票データのきめ細かい解

析によって，時代別に年齢別の男女差に近づく

ことが可能になり，それらの情報を利用しなが

ら，『年報』の世帯主年齢階級別データから，

男女別に個人の年齢階級別消費量を推計し，ま

た男女別を意識しながら，コウホート分析を実

行した。それらの結果を踏まえ，１０年および２０

年先の清酒とビールの男女の年齢階級別消費と

全体消費を予測した（田中・森・稲葉・石橋，

２００４）。

年齢・世代効果を補正した
弾力性計測の試み

生鮮果物の１人当たり家計消費は，１９７９年の

４５．２�から２００１年の３１．８�までほぼ一貫して減

少した。同じ期間にみかんは１６．４�から６．４�

へと３分の１に落ちた。すでに本稿で幾度か触

れたように，この減少には人口の老齢化のプラ

スの作用をはるかに凌駕する新・旧世代交代の

マイナス効果が少なからず作用した。従って，

単純な１人当たり消費の変化を，この期間の経

済要因，価格と所得で説明しようとすると，所

得弾力性が著しくマイナスに算定され，自己価

格弾力性が正の符号を持つ，あるいは負のサイ

ンでも推定値が有意でないなどの不都合が生ず

る（Mori and Gorman,２００１, pp.２５７‐６１など）。

時系列的に経済弾力性と（真の）トレンドを

正しく把握するためには，期間内に生じた人口
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構造の変化をモデルに取りこむ必要がある。立

花・上路は食料需要モデルに，人口の老齢化の

進行を指標化した変数（インターセプト・シフ

ターとスロープ・シフター）を取り入れ，感覚

的にも納得しうる結果を得た（立花・上

路，２００４）。しかし難を言えば，人口の老齢化

は，狭義の加齢に加え，世代交代を含み，一方

向の定常的指数化では間に合わない。その点，

前掲 Denton他の論文（１９９９）では，年齢とコ

ウホートは別々に意識されており，既存の分析

と比べ良好な結果を得ているが，すでに述べた

ように，「年齢／コウホート効果」，「トレンド

／コウホート効果」，「追加的コウホート効果」

のように，理論的に説明のつかない便宜的なダ

ミー変数で処理されている。

森他は，はじめ『年報』の世帯主の年齢区分

ごとに，１人当たりに換算した世帯消費量をそ

れぞれの平均１人当たり所得と支払い価格に回

帰させたが，良好な結果は得られなかった。同

じ年齢階層でも，２０年間にはコウホートがそれ

ぞれ新しく交代して世代効果に顕著な格差がな

い場合を除き，デモグラフィック要因の補正は

十分に行かない。Denton他に倣って経時的な

コウホートの変化を表す変数を入れることも考

えられよう。しかし本稿の初めに読者の注意を

喚起したとおり，世帯主年齢で区分された世帯

データには，世帯主以外の，通常２５‐４０歳くら

い離れた新しいコウホートが含まれているので

ある。巧みなダミー変数でコウホート変化を取

り入れたつもりでも，理論的な疑念は残らざる

をえない。

世帯主（年齢階級）データから，構成する世

帯員個人の年齢別消費を導出し，一定期間のコ

ウホート表を，年齢・時代・世代効果に分離す

る。このようにして得られた時代効果は，理論

的にも当該期間の年齢と世代効果を統計理論的

に除去した，純粋の時代効果とみなしうると思

われる。もちろん上記（８）式の加算的 A／P／

Cモデルが近似的にせよ，コウホート表にマッ

チし（Yang et al.,２００７, p.３８），「識別問題」を

避けて推計した３つの効果が，正しく推計され

ている限りにおいてだが。ただしこの前提がど

の程度の妥当性を持つかは，本稿の最後に触れ

るシミュレーションによって検定されることに

なるだろう。

森他は，「若者の果物離れ」を指摘した『平

成６年度農業白書』でも取り上げられたみかん

とりんごについて，コウホート分析で「純粋

の」時代効果を析出し，それを被説明変数とし，

実質化された世帯の平均総支出（所得の代理変

数として）と支払い価格を説明変数として，通

常の OLSによる回帰分析を実行して，デモグ

ラフィック要因を補正した所得および自己弾力

性を推計した。対象期間と使用したベイズ型モ

デルの具体的運用*によって，推定された弾力

性の値は変異するが，補正をしない場合に比べ

感覚的にもはるかに合理的な結果になっている

（*logを取るか；カバーする最少年齢階級を

どこにおくか；「漸進的変化」の条件式にかか

る超パラメータの組み合わせをどれだけ細分す

るかなど）（森・石橋・田中・稲葉，２００５; Mori,

Ishibashi, Clason, and Dyck,２００６; Mori, Clason,

and Lilywhite,２００６）。

『家計調査年報』には伝統的に，世帯の年間

収入階級に分けて支出品目に関するデータが掲

載されており，巻末付録に参考資料として総消

費支出に対する品目別の支出弾力性の推計値が

添付されている。たとえば，２０００年の米支出の

総消費支出弾力性はきわめて有意に＋０．３１（ｔ

値＝８．３４），鮮魚，生鮮野菜，生鮮果物はそれ

ぞれ，＋０．５４（１０．５２），＋０．５０（１５．２０），＋０．４１

（４．６０）などで，食品支出のそれは０．６３（３０．４４）

とされている。果物や鮮魚は勿論，米も世帯の

所得が上がればより高級の品（＝高単価）を購

年齢・世代と食料消費―コウホート分析の経緯
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入する傾向は観察されるが（石橋，２００４），経

済成長に伴い１９６０年代央からは１人当たりの米

消費量は着実に減少している。幾度もふれたが，

生鮮果物の消費は１９７０年代央から一貫して激し

く減少している。これらの食品の総支出弾力性

が，上記のようにプラスの値であることは感覚

的ににわかには納得しがたい。

わが国の労働市場は「年功序列」が現在に至

るも支配的で，２０歳～３０歳代に比べ４０～５０歳代

の労働者のほうが所得水準は著しく高い（Mori

et al., ２００６, pp.１８‐１９）。仮に標準的４人の核

家族を考えたとき，前者の子ども２人は乳幼児

から小学生であるが，後者の子ども２人は中・

高校生から大学生である。米や肉・魚などの基

幹的食品の消費は，生理的に後者のほうがはる

かに大きい。加えて，鮮魚や生鮮野菜・生鮮果

物の場合，成人でも中高年齢層に比べ若年齢層

の消費が目立って少ない（たとえば，前掲表

１）。定年退職後の世帯を除き，中高年齢層の

世帯のほうが若年齢層に比べ一般に所得水準が

高いとすると，年齢・世代の視点を考慮せず世

帯所得と世帯消費を横断面分析すれば，少なく

とも基幹的な食品については有意のプラスの値

が引き出されるのは十分起こりうる。

石橋はその問題を回避するため，世帯主が３０

歳代で１０歳未満の子ども２人；世帯主が５０歳代

で２０歳代の子どもが１人；世帯主が６０歳代で夫

婦２人のみなどのように世帯類型ごとの横断面

分析を実行し，米についてはマイナスの支出弾

力性；生鮮果物についてはプラスの弾力性をえ

ている（Mori et al.,２００６）。同じプロジェクト

で，Mori et al.は，米・生鮮豚肉・生鮮牛肉・

生鮮果物の４品目について，横軸は２０‐２４歳か

ら７５歳以上まで５歳刻みで１２階級，縦軸は１９７９

年から２００１年まで２３年間のコウホート表を作り，

中村のベイズ型モデルで，年齢・年次・世代効

果に分離し，時代効果を被説明変数とし，当該

期間の実質１人当たり消費支出とそれぞれの品

目の実質支払い単価を説明変数とする回帰分析

を試みた（両辺とも logをとった）。単純な１

人当たり消費量を被説明変数とした回帰分析に

比べ，米の総消費支出弾力性の負の値が，－１．３９

（SE＝０．０８）から－１．１３（０．０７）に，豚肉は－

０．７２（０．１４）から－０．９８（０．２１），牛肉は＋１．０８

（０．１０）から＋０．９９（０．０９）に僅かに変化した

が，最大の違いは生鮮果物の場合にみられた。

単純な回帰では，総消費支出弾力性は－１．１０

（０．１２）であったが，デモグラフィック要因を

補正した回帰では，＋０．２８（０．１０）で，果物が

著しい下級財ではないらしいことが判明した

（Mori et al.,２００６）。これは上に挙げた石橋の

世帯類型別の横断面分析でサポートされている。

朝野は，「私が検討する難問の一つ一つを，

できるだけ多くの，しかも問題をよりよく解明

するために必要なだけの小部分に分割するこ

と」というデカルトの言を引用し，“困難は分

割せよ”の思想を支持している（朝野，２００１，

p.３５８; p.３６５）。森他は別にデカルトに倣ったわ

けではないが，家計消費の変化を，世帯主年齢

階級別に区分した家計調査のデータから，世帯

員個人の年齢別消費を導出し，それを個人の年

齢・世代・時代効果に分離し，デモグラフィッ

ク要因を除去した「純粋の時代効果」を，所

得・価格の経済要因に回帰させようと試みたわ

けである。

「識別問題」を克服する試み：
ベイズ型と IE

任意の食品の消費は，競合財を含む価格関係，

個人の所得，および以前であれば「洋風化」，

近年は「健康志向」「簡便化志向」などの社会

風潮によって影響される。これらは「時代効

果」として一括しうるだろう。多くの食品の消
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費は，生理的ニーズからも個人の年齢によって

大きく変異する。社会の人口構成がほぼ一定で

あれば，社会の総消費を見通すのに，年齢によ

る格差を陽表的に考慮する必要は小さい。しか

し仮に年齢構成は不変でも，わが国のように戦

後急激な経済・社会変貌を遂げたところでは，

出生コウホートによって食料消費は質・量とも

に顕著に相違することが珍しくない。社会の食

料消費の変化を正しく分析し，将来予測にも資

するためには，「時代効果」に加え，個人の

「年齢による効果」と，構成員個々が属するコ

ウホート特有の「世代効果」を考慮する必要が

ある。本稿でもしばしば登場した生鮮果物・生

鮮野菜・米などは，そのような複合的デモグラ

フィック要因が特に強いように見える。

相当期間にわたって，社会の構成員個人の年

齢別消費を確定し，コウホート表を構築する

（かりに横軸に年齢階級，縦軸に年次；逆でも

かまわない）。各セルの値は，ある常数項に，

当該年齢特有の値，その年次特有の値とその個

人が帰属するコウホート特有の値の合計で説明

されると考えるのが，通常の線形 A／P／Cコウ

ホート・モデルである（前出８式）。すでに繰

り返されたが，ある年次２０００年に７０歳の個人

は，１９３０年に生まれている。この自明の関係，T

＝A＋C（T：調査年次；A：個人の年齢（歳）；

C：出生年）が，コウホート表を年齢・年次・

世代各効果に分解することを不可能にする。行

列がランク落ちしているため，最小二乗解が存

在しない。これに対する策として，年齢，年次，

あるいは世代効果のいずれかの，いずれかの箇

所に「等値」の制約条件を付加すると，推計は

成立する。たとえば年齢を５歳刻みとして，５０

歳代前半と５０歳代後半の年齢効果は全く同じ：

イコール，あるいは世代効果に関し，１９７０年代

後半生まれと１９８０年代前半生まれのコウホート

は，全く「等値」の世代効果を持つと想定する

のである。当該食品の消費の実態に詳しく，ま

た分析すべきコウホート表を（縦・横・対角線

上に）じっくりながめていれば，上のような条

件は「当たらずといえども遠からず」と自信を

持って想定できる場合がある（前掲，秋谷）。

しかし上の例で，年齢効果に関する等値条件と，

世代効果に関するそれのいずれのほうがより尤

もらしいかと問われると，答えられない。ある

いは５０歳代前半と５０歳代後半の差より，５０歳代

後半と６０歳代前半のほうが近そうだとの意見も

あるだろう。それなら，尤もらしそうな箇所全

部に「等値」を想定してみたらどうか云々とい

うことになりかねない。多くのケースで試した

わけではないが，「等値」をいずれの効果のど

こに置くかによって，推計されるパラメータの

値は，微妙に，時に大きく変わることがあるだ

ろう。

「選択の恣意性」を嫌った中村は，年齢・年

次・世代の３効果のそれぞれ全域に，たとえば

最年少階級の１０歳代後半から７５歳以上まで，全

くの「等値」ではなく，隣接するパラメータは

漸進的に変化するというより柔軟で，感覚的に

も抵抗の少ない制約条件を課して，A／P／Cモ

デルを解くことを提案した（中村，１９８２；

Nakamura,１９８６）。森他のグループは，この中村

のベイズ型モデルを使ってコウホート分析を行

ってきた。「漸進的変化」の条件を，特定の効

果の，特定の箇所に限定せず，隈なく被せると

いうという意味では「恣意性」から自由だが，

それぞれの効果にかかる漸進的変化の条件は重

み（超パラメータ）付きで最小化する形なって

いる。具体的に，年齢効果（の隣接するパラメ

ータの残差の二乗和の式）に対する重みを軽く

し，逆に世代効果のそれを重くすれば，年齢効

果の幅／傾きは相対的に大きく，世代効果の幅／

傾きは小さく推計される。中村のモデルでは，

超パラメータのそれぞれの大きさ・組み合わせ

年齢・世代と食料消費―コウホート分析の経緯

１０１



は，客観的な ABICにゆだねられているのだが，

われわれが擬似ケースでシミュレーションした

限りでは，ABICが常に正しい選択を指示する

とは限らない。これは次にふれる IEとの比較

でも基本的に重要な問題だが，現段階ではわれ

われとして納得しうる対応策を持つまでに至っ

ていない。

朝野は実際のケースに適用したわけではない

が，数学的に「識別問題」の“ランク落ち”に

対処する方法を提案した。ムーアー‐ペンロウ

ズの一般逆行列を用いた特異値分解によるパラ

メータの推定法である（朝野，op cit.）。Yang

他は，中村同様，伝統的な「等値」を想定する

アプローチを嫌い，純粋に数学的に特異値分

解による推定法を提唱し，“intrinsic estimator”

（IE）と名づけた。彼らは，１９６０‐６４年から１９９５

‐９９年に至る米国人女性の死亡率のデータに適

用し，「等値」の置き方で推計値が大きく揺れ

る伝統的なアプローチに比べ，“intrinsic”（真

正な）推計値が得られたと主張した（Yang, Fu,

and Land,２００４）。統計技術的には，XB0＝０と

なる非負のベクトル B0が１個存在するから，B0

と直交する条件のもとでの b の回帰推定値が

IEであるが，その現実的・経済学的な根拠は

明らかでない」（川口，２００７，p.４４）。

中村のベイズ型と IEの厳密な解説はすでに

統計数理の専門家によって展開されているので

（田中他，２００７；森・三枝・川口，２００８），本

稿では両モデルを現実のデータに適用した場合

に生じた問題点とその克服の方向を模索するの

にとどめたい。

Clasonが中村の指導を得ながら，年齢刻み

と調査年次が一致する「標準コウホート表」を

超えて，「一般コウホート表」（具体的には年齢

は５歳刻み，調査年次は暦年）に適用しうる線

形ベイズ型の A／P／Cコウホート分析プログラ

ムを作成したのは１９９９年であった。その後些細

なバグの除去を含み１０数回の調整を経て，今日

に至っている。１９８６年の中村モデルと違うのは，

中村がコウホートの年次間の移動は“step-

wise”であるのに比し，われわれは“convex com-

bination”である。たとえば，２０００年に年齢階

級３０‐３４歳は１９６６‐７０年出生のコウホートだ

が，２００１年には大凡２０％が次の年齢階級，３５‐

３９歳に移り，他方１９７１‐７５年出生のコウホート

の一部（正確には１９７１年生まれ）が参入し，３０

‐３４歳の階級は８０％が元のコウホート，約２０％

が新しいコウホートで占められる。２００２年には

その比率が６０％と４０％になる。中村は便宜的

に，２００１年にも２００２年にも同一年齢階級には

２０００年と同じコウホートが１００％そのまま留ま

り，彼らは２００５年になってそっくり次の年齢階

級に移り，その年齢階級には次の新しいコウホ

ートが参入するという扱いである。ただし，コ

ウホート効果についても「パラメータの漸進的

変化」を想定している以上，convex combination

の２０％・４０％・６０％・８０％・１００％の扱いと，

stepwise の０％・０％・０％・０％・１００％の

間に現実に重大な差が生ずることは少ないだろ

う。

年齢を５歳ないし１０歳刻みで区分した場合，

実際に１９７０年頃は３０‐３９歳，４０‐４９歳の年齢層

が厚く，６０歳以上層は相対的に薄かった。２０００

年には２０‐２９歳，３０‐３９歳層が薄くなり，７０歳

以上を含む６０歳以上層が顕著に厚くなっている

（社会保障・人口問題研究所）。中村のみならず

通常のコウホート分析では，コウホート表の各

年齢マスはそれぞれ１個の観測値として扱われ

る。われわれは，各年次・各年齢セルに任意の

重みをつけるプログラムも用意している。「重

み」をいかなる根拠で，いかように配分するか

はまだ十分に検討されていないが，たとえば，

ある年次ないし年代（たとえば１９８０年代前半）

に，ある年齢階級，たとえば７５歳以上層の個人
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消費の推計値が，何らかの理由で「頑健」でな

いと判断されたとき，その年齢セルを軽く見る，

ないしペナルティーを与えるのは合理的であろ

う。

２００７年初め，三枝は Yang, Fu and Land, op.

cit.に倣って，一般コウホート表にも適用可能

な IEモデルをプログラム化した。１９７９年から

２００６年に至る米および鮮魚の個人消費（１５‐１９

歳から７５歳以上まで１３階級）のコウホート表を，

ベイズ型と IEの両モデルを使って，それぞれ

通常値および log値で，年齢・年次・世代の３

効果に分離した（田中他,２００７）。

結果は米と鮮魚ともに，通常値・log値を問

わず，ベイズ型と IEは酷似する推計値を与え

た。いずれの品目も，年齢効果に関しては若年

層がマイナス，中高年層がプラス；世代効果に

関しては旧いコウホートがプラス，新しいコウ

ホートがマイナス；時代効果に関しては，米は

著しく逓減的（最近年ほどマイナス），鮮魚は

僅かな小波程度の変動でほぼ定常的と推計され

た。年齢効果の「線形部分」（傾き）と「非線

形部分」は両モデルとも全く同じ，また世代効

果についても同様の結果であった。

その後これら両モデルを同じ期間の生鮮果物

に適用したところ，推計結果はかなり離れたも

のであった。年齢効果は，中高年層がかなりの

プラス，若年層がかなりのマイナス；世代効果

は旧いコウホートがかなりのプラス，新しいコ

ウホートがかなりのマイナスであるのは傾向と

しては一致するのだが，ベイズ型のほうが IE

推計と比較して，世代効果の傾きをよりきつく，

他方年齢効果の傾きをより緩やかに推計した。

結果的に，IEは時代効果を逓減的であるかに

（最近年になるほどマイナス）推計したが，ベ

イズ型は時代効果を，先の鮮魚の場合に似て，

定常的であるかの如く推計した。他にも幾つか

のケースに試みたが，ベイズ型と IEの推計結

果が先の米と鮮魚の場合のように酷似するのは

むしろ稀で，生鮮果物の場合よりさらに離れた

結果が生じることもあった。

問題はいずれのモデルのほうが正しいか，よ

り現実接近的であるかを判断する客観的基準を

持たないことである。プログラムの書きように

もよるが，基本的には最小二乗回帰であるから，

通常の決定係数や推計値の標準誤差は算出され

る。IE解は１個だが，ベイズ型の場合は超パ

ラメータの組み合わせによって，パラメータの

推計値は大幅に変わる。しかし多くの事例で，

決定係数は常に限りなく１．０に近く，推計値の

t値もおおむね良好である。通常の需要分析で

は，自己価格弾力性は少なくとも非正，商品の

タイプによって，絶対値が１．０より多少大きい

か，かなり小さいかの見当はつく。しかしコウ

ホート分析では，研究者がまだ不慣れであるこ

とも手伝って，常識的な尺度が見つからない。

ベイズ型内部では，超パラメータの決定は客観

的な ABICにゆだねられているが，ベイズ型と

IEのいずれに軍配を上げるべきか，あるいは

いずれも十分満足すべきでないかを判断するこ

とが難しい。

シミュレーションによる検定

森他は，予め常数項と年齢・年次・世代３効

果のパラメータの値を定め（表４に一例），そ

れらの値を合成し，正規乱数による誤差を加え

てコウホート表を人工的に作り上げ（表５），

ベイズ型と IEの両モデルで分解した。結果は

表６（ベイズ型）と表７（IE）にそれぞれ与え

られている。このケースでは IEに比べベイズ

型の再現はきわめて良好であるが（表４と対

比），一般化できるかどうか定かでない。パラ

メータの設定の仕方，仮想商品のタイプによっ

ては IEのほうが設定値をよりよく再現すかも

年齢・世代と食料消費―コウホート分析の経緯
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しれないし，いずれもあまり再現のパーフォー

マンスは高くないかもしれない。森他はさまざ

まのケースを想定し，シミュレーション検定を

実行した（森・三枝・川口，２００８）。

あくまでも暫定的な結論として，表８に示さ

れるように，中村のベイズ型のほうが IEに比

べ，設定値を再現するパーフォーマンスはかな

りの程度高い，より正確には IEの設定パラメ

ータの再現能力はあまり高くないように見える。

ただし，ベイズ型もパラメータの人為的設定

（世代効果と世代効果の相対的傾きと時代効果

の傾きの関係など）のタイプによっては，設定

値を既知として超パラメータを人為的に動かさ

ない限り，ほとんど再現しないケースもある。

ABICが常に現実を再現する超パラメータの最

適組み合わせを導くとは言えないようである。

この含意は，中村のベイズ型モデルの実行に当

たって，機械的に“ABIC min!”に頼るのでは

なく，年齢効果，時代効果，ないし世代効果の

いずれかについて，線形成分の傾きを「外部情

報」を含む何らかの手段で見当付けておき，そ

れに接近するように超パラメータの組み合わせ

をカリブレートする必要を示唆する。中村を含

む厳格な理論家には到底受容できそうもない接

近だが，ベイズ型の能力を高めるために，より

客観性を持たせる方向で検討されて然るべきと

思われる。IEについても，モデルが万能でな

いことは十分認識されており（Yang et al.,２００８,

p.１７３３），それを補正する試みは内部的にも，外

部的にもいろいろ提案されている（Fu，２００８；

三枝，２００８，pp.７９‐８１；川口，２００８，pp.８７‐８８）。

Yang et al.の研究を含めコウホート分析の対

象は，年齢階級の刻みと調査年次の間隔が一致

する「標準コウホート表」の場合が多い。任意

のコウホートは対角線に沿って次の調査年次に

は１階級上の年齢セルに移動する。農産物の場

合，穀類や果物でも年々の豊凶や投機などの関

係で，供給と価格そして消費は年毎に変動する。

最近われわれが手がけた日本市場におけるオレ

ンジの場合など（Mori et al., ERS, ２００８），総

輸入量はたとえば１９９７年から２００１年までの５年

間に，１７１，１５０，９０，１３６，および１２６ktと激しく

変動し，５年おきないし５ヵ年平均といった扱

いになじまない。生鮮野菜や豚肉・鶏卵などは

供給に季節性とサイクルがからむので，通常の

需要分析には４半期別のデータが用いられる。

米，個別の生鮮果物・野菜などの農産物消費の

コウホート分析を行うときも，戦後の４０～５０年

といった長いスパンで構造変化を眺めることを

目的とする以外は，通常は年単位の変化が対象

となる。われわれのこれまで１０年来の分析も，

年齢の刻みは５歳，時に１０歳で，時代に関して

表４ 人為的に設定したコウホート・パラメータ
総平均効果＝１５．０，ｅ＝正規乱数（ＳＤ＝０．１）

年齢効果 時代効果 世代効果

年齢 年次 Ｃ＃

２２ －１．５０ １９７９ ０．００ １ ２．５０

２７ －１．５０ １９８０ ０．２０ ２ ４．００

３２ －１．００ １９８１ ０．００ ３ ４．５０

３７ －１．００ １９８２ －０．２０ ４ ４．００

４２ ０．００ １９８３ ０．００ ５ ２．５０

４７ ０．００ １９８４ ０．３０ ６ １．５０

５２ １．００ １９８５ ０．００ ７ ０．００

５７ １．００ １９９６ －０．３０ ８ －０．５０

６２ １．５０ １９９７ ０．００ ９ －１．００

６７ １．５０ １９８８ －０．２０ １０ －１．５０

１９８９ ０．２０ １１ －２．５０

１９９０ ０．００ １２ －３．５０

１９９１ ０．２０ １３ －４．５０

１９９２ ０．００ １４ －５．５０

１９９３ －０．２０

１９９４ ０．００

１９９５ －０．１０

１９９６ ０．００

１９９７ ０．１０

１９９８ ０．００
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は，隔年のデータが用いられた。「標準コウホ

ート表」が出てくるのは，コウホート分析の概

念を説明するときに限られる。これからも農産

物消費にコウホート分析を適用するときは，こ

れまで同様おそらく隔年データを用いることに

なろう。しかし年齢を５歳ないし１０歳で刻み，

もっぱら標準コウホート表を分析対象としてい

る IEと比較・考量するためには，中村のベイ

ズ型を「標準コウホート表」に適用してみる必

要があるかもしれない。

まだ論文として纏め上げたわけではないが，

擬似的データでシミュレーションを繰り返した

限り，中村のベイズ型は IEと比較して，「標準

コウホート表」の分解には良好なパーフォーマ

ンスを示さないことが多い。用いたのは先の

「一般コウホート表」（表５）を５年間隔に圧

縮し，年齢が２０‐２４歳から６５‐６９歳まで５歳刻み

で１０階級，調査年次が１９７９，１９８４，１９８９，１９９４，

１９９９（１９９９年を新しく追加）の５年，コウホー

ト は１９７９年 に 最 年 長６５‐６９歳 だ っ た C１か

ら，１９９９年に最年少２０‐２４歳だった C１４まで，１４

個のそれである。すでに繰り返し述べたように，

「識別問題」を回避するために中村が設けた制

約条件は，パラメータの「漸進的変化」である。

年齢，時代，コウホートのそれぞれに，隣り合

うパラメータの階差の二乗和を，重みつきで最

小化させる制約条件である。上の例では，年齢

効果については階差の式は９個，世代効果につ

いては１３個だが，時代効果については４個に過

ぎない。隔年データを使う一般コウホート表の

表５ 擬似コウホート表，１９７９‐１９９８（９９）年

年次 ２２歳 ２７ ３２ ３７ ４２ ４７ ５２ ５７ ６２ ６７歳 平均

１９７９ １２．１７ １２．４７ １３．３２ １４．０２ １６．６１ １７．７４ １９．９９ ２０．６１ ２０．５８ １８．９６ １６．６５

１９８０ １２．１１ １２．６５ １３．６９ １４．１８ １６．５１ １７．６３ １９．９５ ２０．８２ ２０．８６ １９．４７ １６．７９

１９８１ １１．６６ １２．４０ １３．４７ １３．８３ １６．０１ １７．０４ １９．３９ ２０．２７ ２０．６７ １９．４５ １６．４２

１９８２ １１．０２ １２．１１ １３．０６ １３．３８ １５．３５ １６．７０ １８．９２ ２０．１１ ２０．４５ １９．４７ １６．０６

１９８３ １１．０６ １２．２４ １２．９５ １３．５６ １５．１９ １６．７０ １８．８２ ２０．０６ ２１．００ ２０．２４ １６．１８

１９８４ １１．２９ １２．５６ １３．３１ １３．７７ １５．３１ １６．７２ １８．９１ ２０．２５ ２１．３８ ２１．００ １６．４５

１９８５ １０．７９ １１．６８ １２．７９ １３．４２ １４．７８ １６．３２ １８．４６ １９．６０ ２０．７９ ２０．８２ １５．９５

１９８６ １０．３０ １１．１８ １２．５９ １３．０４ １４．７０ １５．５１ １７．８２ １９．０８ ２０．４２ ２０．４０ １５．５０

１９８７ １０．４０ １１．２８ １２．７２ １３．２４ １４．５３ １５．５９ １７．９４ １９．２０ ２０．６５ ２０．６９ １５．６２

１９８８ ９．９４ １１．０２ １２．４６ １２．７７ １４．４３ １５．０６ １７．６６ １８．６９ ２０．５３ ２０．６７ １５．３２

１９８９ １０．２３ １１．１０ １２．６４ １３．３４ １４．５２ １５．１２ １７．４８ １８．６５ ２０．７９ ２１．３５ １５．５２

１９９０ ９．６２ １０．９５ １２．３２ １２．８９ １４．３８ １５．０２ １７．１４ １８．１７ ２０．２４ ２０．９２ １５．１６

１９９１ ９．７３ １０．７９ １２．１６ １３．０２ １４．５５ １４．９１ １７．３７ １８．２６ ２０．１３ ２１．０６ １５．２０

１９９２ ９．４１ １０．２９ １１．９６ １２．８１ １４．２５ １４．７４ １６．５５ １７．６９ １９．５３ ２０．７５ １４．８０

１９９３ ９．１２ １０．０７ １１．５４ １２．５５ １３．７７ １４．４３ １６．１１ １７．４１ １９．１１ ２０．１９ １４．４３

１９９４ ８．８７ ９．８０ １１．４５ １２．５８ １３．９５ １４．３８ １５．８７ １７．６２ １９．０６ ２０．５３ １４．４１

１９９５ ８．６３ ９．８２ １１．１０ １２．２９ １３．７５ １４．１７ １５．８８ １７．２５ １８．７５ ２０．１９ １４．１８

１９９６ ８．５２ ９．５５ １１．１５ １２．０８ １３．７８ １４．３８ １５．９０ １６．８３ １８．５６ １９．８３ １４．０６

１９９７ ８．４５ ９．５９ １０．９４ １２．１４ １３．６８ １４．２２ １５．９１ １６．５５ １８．４３ １９．７５ １３．９７

１９９８ ８．１７ ９．３４ １０．７０ １１．６５ １３．５３ １３．９３ １５．６６ １６．４２ １８．０４ １９．１９ １３．６６

（１９９９） ８．１０ ９．０６ １０．４６ １１．５１ １３．６２ １４．０２ １５．６０ １６．１３ １８．１５ １８．７８ １３．５４
注：表４のパラメータ値から合成（ＳＤ＝０．１の正規乱数誤差を含む）
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場合には，年齢・コウホートはそのままだが，

時代効果の階差の式は２０個である。

現実問題として，われわれが最初にコウホー

ト分析を始めたときは，対象年次は１９７９年から

１９９６年だった。隔年データを取れば時代効果の

「漸進的変化」を表す隣り合うパラメータの階

差の式は１７個だが，５年間隔だと３個になる。

最近分析したオレンジの場合は，データが取れ

るのは１９８７年からだから（Mori et al.,２００８），

仮に１９９９年を最終年とすると，時代効果の「漸

進的変化」の式は，２個に過ぎなくなる。オレ

ンジ分析の場合，年齢は１５‐１９歳から７５歳以上

まで１３階級，それに伴いコウホートの数も１６に

増えるが，年齢効果と世代効果に比べ，時代効

果の「漸進的変化」の条件式が，バランスを欠

いて少ない感じがする。統計理論的にはまだ検

討していないが，分析対象期間が短い場合，年

齢階級とコウホートに比べ，時代効果のパラメ

ータのバランスを欠いた少なさを，ABICがう

まく処理できるようになっていないように感じ

られる。

シミュレーションの第二の課題は，特に一般

コウホート表を分析する場合，時代効果の線形

成分（傾き）の推定であるが，ベイズ型での推

定は（設定された品目）タイプによっては大き

表６ 表５のコウホート表を年齢・年次
・世代効果に分解する：ベイズ型
総平均効果＝１４．９９６

年齢効果 時代効果 世代効果

年齢 年次 Ｃ＃

２２ －１．５２ １９７９ ０．０５ １ ２．３６

２７ －１．４８ １９８０ ０．２８ ２ ４．０５

３２ －１．００ １９８２ ０．０２ ３ ４．５５

３７ －０．９６ １９８２ －０．２３ ４ ４．００

４２ －０．０１ １９８３ －０．０２ ５ ２．５４

４７ －０．００ １９８４ ０．３３ ６ １．４９

５２ １．０３ １９８５ －０．０１ ７ ０．０１

５７ ０．９９ １９９６ －０．２９ ８ －０．５３

６２ １．４７ １９９７ －０．０４ ９ －１．０２

６７ １．４９ １９８８ －０．１６ １０ －１．４４

１９８９ ０．１６ １１ －２．５４

１９９０ ０．００ １２ －３．５１

１９９１ ０．２０ １３ －４．４７

１９９２ －０．０１ １４ －５．５０

１９９３ －０．１９

１９９４ －０．０４

１９９５ －０．０７

１９９６ －０．０１

１９９７ ０．０８

１９９８ －０．０２
（��
�
��

�

�
��

�

�
�３２：４：３２）

AIC＝－６９０．９６；
平均残差（絶対値）比率＝０．５３４（％）

表７ 表５のコウホート表を年齢・年次・世代
効果に分解する：Intrinsic Estimator（IE）
総平均効果＝１５．０５５（０．０１３）

年齢効果 時代効果 世代効果

年齢 年次 Ｃ＃

２２ －３．２６（．０３）１９７９ ０．８２（．０４）１ －０．７１（．１０）

２７ －２．８４（．０３）１９８０ ０．９６（．０４）２ １．６０（．０７）

３２ －１．９７（．０３）１９８２ ０．６０（．０４）３ ２．６９（．０５）

３７ －１．５６（．０３）１９８２ ０．２４（．０４）４ ２．７７（．０４）

４２ －０．２１（．０３）１９８３ ０．３７（．０４）５ １．７５（．０４）

４７ ０．１９（．０３）１９８４ ０．７１（．０４）６ １．０４（．０４）

５２ １．６２（．０３）１９８５ ０．２７（．０４）７ －０．０４（．０４）

５７ １．９７（．０３）１９９６ －０．１１（．０４）８ －０．３５（．０４）

６２ ２．８３（．０３）１９９７ ０．０８（．０４）９ －０．４５（．０４）

６７ ３．２４（．０９）１９８８ －０．１６（．０４）１０ －０．４３（．０４）

１９８９ ０．１４（．０４）１１ －１．０５（．０４）

１９９０ －０．１２（．０４）１２ －１．６７（．０４）

１９９１ ０．０１（．０３）１３ －２．２２（．０５）

１９９２ －０．２９（．０３）１４ －２．９３（．１８）

１９９３ －０．５６（．０４）

１９９４ －０．４６（．０４）

１９９５ －０．５８（．０４）

１９９６ －０．５９（．０４）

１９９７ －０．５７（．０４）

１９９８ －０．７６（．１６）
AIC＝－２４９．５４
注：カッコ内の数字は SE．
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な偏りが生ずる点と関連する。“傾きの推定”

の観点からみて，さらにベターな APCモデル

を探索するのが今後の研究テーマであろう。
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